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会計情報 
企業の破産清算に関する会計処理規定の公表 
 

 
有限責任監査法人トーマツ 中村 剛 

 
中国財政部は 2016 年 12 月 20 日、企業の破産清算に関する会計処理を規範化し、人民法院（裁判所）および債権

者集会に対して破産清算期間の財務情報を提供するため、「企業の破産清算に関する会計処理規定」（財会

[2016]23 号、以下「本規定」とする）を公表した。本規定は公布日（2016 年 12 月 20 日）より施行されている。 
本規定の直接の適用対象は、人民法院に破産を宣告された破産清算期間にある企業である。同時に、本規定は、

任意清算を進めている等、継続企業の前提によって財務諸表を作成することが合理的でなくなった企業の会計処理

にも参考になると考えられるため、注意が必要である。 
 

1. 適用範囲 

本規定の対象は、人民法院に破産を宣告された破産清算期間にある企業である（以下、“破産企業”と表記）。 
その一方で、中国においては、継続企業の前提により財務諸表を作成することが合理的でなくなった一般企業（「非

継続企業」といいます）に関する会計処理基準が他に存在しないことから（注１）、本規定は、任意清算を進めている

企業を含む非継続企業の会計処理においても参照されることが想定される。 
 

（注１） についての解説： 
通常、財務諸表は、一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して作成されるが、会計基準は「継

続企業の前提」を基礎としていると解されている。ここに継続企業の前提とは、当該企業が将来にわたって事

業活動を継続するとの前提をいう。したがって、継続企業の前提を基礎とした財務諸表に計上されている資産

および負債は、将来の継続的な事業活動において回収または返済されることが予定されている。 
しかしながら、企業が、当期または翌会計期間において清算若しくは営業を停止することを決定した、または

そうする以外に現実的な代替案が無い場合には、もはや継続企業の前提によって財務諸表を作成することが

合理的でないことを表している。このような状況においては、当該企業は、他の財務諸表作成の前提を採用し

て財務諸表を作成するとともに、注記において財務諸表が継続企業の前提により作成されていない事実を表

明し、継続企業の前提で作成されない理由および財務諸表の作成前提を開示しなければならない（中国企業

会計準則 第 30 号 「財務諸表の表示」 第 6 条）。 
このように中国企業会計準則 第 30 号 では、非継続企業に対しては「他の財務諸表作成の前提を採用して財

務諸表を作成する」ことを指示しているが、具体的に、どの会計基準を採用すべきかは指示していない。 

 

2. 作成基礎および測定の属性 

本規定により、破産企業の会計上の認識、測定および報告は、非継続企業の前提を基礎とする。 
人民法院に破産を宣告された企業は、人民法院あるいは債権者集会が要求した時点（破産宣告日、債権者集会が

決定した報告日、破産結了申請日など、以下、“破産報告書日” と表記）において、「清算財務諸表」を作成し、破産

管財人の承認を受ける。 
企業が清算財務諸表を作成する場合には、当該企業の資産、負債は、以下の方法により測定する。 
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項目 原則 内容 

資産 破産資産の清算価値 破産資産の清算価値は、破産清算の特定の環境下および規定されてい

る期間内において、最も可能性が高い実現可能価額から関連諸税金・費

用を控除した後の純額を指す。実現可能価額は公開された競売での実現

可能価格としなければならない。債権者集会で別途の決議がある場合に

は、実現可能価額は当該決議による処分方法に基づく実現可能価額とな

る。国家規定により競売できないあるいは譲渡が制限される場合には、国

家規定による処分方法に基づく実現可能価額となる。 

負債 破産債務の弁済価値 破産企業の破産清算期間における負債は、破産企業の弁済価値により

測定する。破産債務の弁済価値は、破産企業の実際の弁済能力や現在

価値への割引等の要素を考慮せず、破産企業が関連する法律規定ある

いは契約約定に基づき、弁済すべき金額を指す。 

 

3. 認識および測定 

以下、本規定で規定されている、破産企業の主要な資産、負債の認識および測定の概要を説明する。 

 

項目 内容 

認識時の測定 破産企業は、破産宣告日の資産について、破産資産の清算価値によって

認識時の測定を行う。また、破産宣告日の負債に対して、破産債務の弁

済価値によって認識時の測定を行う。 

認識後の測定 破産清算期間中においては、破産企業は、資産について破産資産清算価

値により認識後の測定を行う。負債について、破産債務の弁済価値によ

り、認識後の測定を行う。 
破産企業は破産報告書日における破産資産の清算価値および破産債務

の弁済価値に基づき、資産および負債の帳簿価額を修正し、その差額を

清算損益に計上する。 

資産処分時の処理 破産清算期間中において、資産の処分が発生した場合、破産企業は処分

した資産の認識を中止し、処分収入と処分資産の帳簿価額の差額から処

分関連費用を控除した残額を清算損益に計上する。 

債務弁済時の処理 破産清算期間中において、破産企業は弁済金額に対応する負債の認識

を中止しなければならない。弁済義務が解消される時、破産企業は当該

負債の帳簿価額の認識を中止した上で、清算損益を認識する。 

費用および収益 破産清算期間中に発生した各費用、各収益については、直接清算損益に

計上する。 

企業所得税費用 破産清算期間中に、税法規定に基づき企業所得税を納付する必要があ

る場合、破産企業は、所得税費用を計算し、清算損益に計上しなければ

ならない。所得税費用は、破産企業の当期未払所得税のみを反映する。 

棚卸差益、債権の回収等により取

得した資産、あるいは新たに発生し

た債務 

破産企業は棚卸差益、債権の回収等により取得した資産について、取得

時の破産資産の清算価値により認識時の測定を行う。認識時の測定の帳

簿価額と当該資産の取得原価との差額を清算損益に計上する。 
破産企業が新たに債務を負担した場合には、破産債務の弁済価値により

認識時の測定を行い、清算損益に計上する。 

 

4. 清算財務諸表の表示 

本規定では、清算財務諸表の構成、内容および表示様式について規定している。 

破産企業は、本規定に基づき清算財務諸表を作成し、人民法院、債権者集会等の財務諸表利用者に対して、破産

企業の破産清算期間における財務状況、清算損益、キャッシュ・フロー増減、債務弁済状況を報告する必要がある。 

破産企業が作成すべき清算財務諸表は、清算貸借対照表、清算損益計算書、清算キャッシュ・フロー計算書、債務

弁済表および関連注記からなる。 
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項目 概要 表示様式 

清算貸借対照表 破産企業の破産報告書日における資産の破産資産清算価

値および負債の破産債務弁済価値を反映する。資産科目と

負債科目との差額は清算貸借対照表において清算正味資産

として表示する。 

本表は資産、負債およ

び清算正味資産のそれ

ぞれの項目ごとに表示

する。 本表に表示されて

いる項目は流動および

非流動の区分をしない。 

清算損益計算書 破産企業が破産清算期間に発生した各収益および費用を反

映する。清算損益計算書において、少なくとも以下の情報を

個別に表示しなければならない。 
資産処分純収益(損失)、債務弁済純収益(損失)、破産資産お

よび負債の簿価変動純収益(損失)、破産費用、共益債務支

出、所得税費用等。 

本表は清算収益、 清算

費用と清算純収益により

項目ごとに表示する。 

清 算 キ ャ ッ シ ュ ・ 
フロー計算書 

破産企業の破産清算期間における貨幣資金の残高の変動

状況を反映する。清算キャッシュ・フロー計算書において、少

なくとも以下の情報を個別に表示しなければならない。 
資産の処分により受取った現金純額、債務の返済により支払

った現金、破産費用のために支払った現金、共益債務支出の

ために支払った現金、企業所得税のために支払った現金等。 

本表は直接法を採用し

て作成し、貨幣資金の期

首残高、 清算 現金流

入、清算現金流出およ

び貨幣資金の期末残高

により項目ごとに表示す

る。 

債務弁済表 破産企業の破産清算期間において発生した債務弁済状況を

反映する。債務弁済表は破産法が規定した債務弁済順序に

基づき、各債務の詳細を個別に表示しなければならない。債

務弁済表に表示されている各債務について、少なくとも金額、

弁済比率、弁済すべき金額、弁済済金額、未弁済金額等の

状況を反映しなければならない。 

本表は担保付債務と通

常債務に基づき、区分

する。 

関連注記 破産企業は清算財務諸表注記において以下の情報を開示し

なければならない。 
(一)破産資産の明細情報 
(二)破産管理人が法によって取り戻した簿外資産の明細情報 
(三)破産管理人が法によって取り戻した質入や抵当物の明細

情報 
(四)法院確認済みおよび法院未確認の債務の明細情報 
(五)未払従業員報酬の明細情報 
(六)貨幣資金の期末残高における特定債権者への弁済額あ

るいは税金納付額 
(七)資産処分損益の明細情報（資産性質、処分益、処分費用

および処分純収益） 
(八)破産費用の明細情報（費用性質、金額等） 
(九)共益債務支出の明細情報（具体的項目、金額等） 

 

 

5. 附則 

本規定は、公布日より施行される。なお、本規定の交付と同時に「国有企業において試行する破産に関する会計処

理問題の暫定規定」（財会字（1997）28 号）は廃止されている。 
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